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要    旨 

 

 大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）は，国土交通省との合併施行方式として事業化された延長

14.5 km の路線である．その内，新港・灘浜航路部に架かる 7 径間連続 4 主塔鋼斜張橋は，橋梁全体の剛性改善を

目的に主塔を橋軸方向に A 型形状としているため，主桁は分離二箱桁である．分離二箱桁を有する長大斜張橋の

事例は，海外に数橋があるのみであり，耐風検討の知見は少ない．また，一般的に 4 主塔斜張橋は 2 主塔斜張橋

に比べ主桁のたわみ振動数が低く，耐風安定性の確保がより大きな課題となる． 

 本稿では，新港・灘浜航路部に架かる斜張橋の分離二箱桁に対して，風洞試験により耐風安定性を検討した結

果について報告する．検討においては，部分模型を用いたバネ支持試験，定常空気力試験，非定常空気力試験を

実施し渦励振に対する耐風性や空力的特性を確認した．また，3次元フラッター解析を行うことで発散振動に対す

る耐風性についても確認した． 

キーワード:連続斜張橋，分離二箱桁，渦励振，空気力，フラッター，耐風性 

 

 

はじめに 

 

大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）

は，大阪湾岸道路の一部を構成する道路であり，

国土交通省との合併施行方式として事業化された

神戸市東灘区から長田区に至る延長 14.5 km の路

線である．本路線には，図-1 に示すように新

港・灘浜航路部において，支間長 653 m を 3 径間

有する 7 径間連続 4 主塔鋼斜張橋が基本構造とし

て公表されている．本橋は，橋梁の剛性改善を目

的に主塔が橋軸方向に A 型形状となっており 1)，
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図-1 対象橋梁一般図 

（単位：m） 
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主桁は分離二箱桁である．分離二箱桁を有する長

大斜張橋の事例は，国内にはなく，海外において，

Stonecutters Bridge（2 主塔斜張橋，最大支間長

1018 m，香港），上海長江大橋（2 主塔斜張橋，

最大支間長 730 m，中国），嘉紹大橋（6 主塔斜張

橋，最大支間長 428 m，中国）等の数橋があるの

みで知見が少ない． 

我が国での分離二箱桁に対する検討は，長大吊

橋や斜張橋に対するフラッター性能に着目し，各

種耐風付加物によってそれが改善されること 2)や，

台形フェアリングとフラップ等の耐風付加物の組

合せによりねじれ振動に対して耐風性が改善され

ることが示されている 3)．一方，海外の近年の検

討事例では，分離二箱桁はフラッター性能に優れ，

二箱桁間の開口部幅が大きいほど，また，分離二

箱桁の中心側のウェブと下フランジ接合部の面取

り形状が大きいほどフラッター発現風速が高くな

ること 4)や，渦励振が課題となる恐れがあり，そ

の発生メカニズムとして二箱桁のうち風上側主桁

後方の渦の形成に影響を受けること 5)が示されて

いる．また，4 主塔斜張橋は 2 主塔斜張橋に比べ，

一般的に主桁のたわみ振動数が低いため，渦励振

に対する照査では対象となる振動モードが多く，

振動数の 2 乗に逆比例する許容振幅が高次モード

ほど小さくなり，耐風安定性の確保がより大きな

課題となる．これらより，本橋では図-2 に示す

フローに基づいて耐風検討を実施している．本稿

では，フローに基づいて実施した主桁の耐風検討

について述べるとともに，検討によって決定した

耐風対策方針についてもあわせて報告する． 

１．目標とする耐風性能 

本稿で対象とする新港・灘浜航路部にかかる 7

径間連続 4 主塔鋼斜張橋では，動的耐風設計とし

て，渦励振および発散振動に対して耐風性能を設

定した．なお，耐風性能の確認は図-3 に示す現

地風観測結果に基づいて，既往の検討 6)より設定

した設計迎角を用いて実施した． 

渦励振に対する照査では，道路橋耐風設計便覧

7) （以下，耐風便覧という）および本州四国連

絡橋耐風設計基準（2001）・同解説 8) （以下，本

四基準という）を参考に使用性，構造安全性，疲

労耐久性の中から最も支配的となる使用性を対象

として耐風性能を設定した．使用性の観点での耐

風性能は耐風便覧において対処の必要性のある目

安とされている鉛直方向の加速度 100 gal を参考

とし，渦励振発生時に走行車線中心において加速

度換算で 100 gal 以下とした．なお，本橋が位置

する阪神高速道路の湾岸線では，10 分間の平均

風速が 20 m/s以上となる場合には通行規制を行う

ため，渦励振に対する使用性の照査は風速 20 m/s

以下で生じるモードを対象とした． 

発散振動に対しては，ギャロッピングとフラッ

ターの発生風速が耐風便覧の算出式に基づいて求

める照査風速以下であることを確認しており，ギ

ャロッピングに対しては照査風速 77.7 m/s，フラ

ッターに対しては照査風速 85.5 m/s とした． 

図-3 耐風設計に考慮する迎角 

図-2 検討フロー 
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２．バネ支持試験 

2-1 既往検討における最適断面形状 

本章では既往検討 9)で確認した最も耐風安定性

の高い断面について報告する．バネ支持試験によ

る断面形状および付加物に対する詳細な検討結果

については既往検討 9)を参照されたい．既往検討

9)で確認した最も耐風性の高い断面（以下，選定

断面という）を図-4 に，たわみ渦励振の更なる

低減のために検討した内側フラップを設置した断

面（以下，対策断面という）を図-5 に示す．各

断面に対しては鉛直たわみ方向もしくはねじれ方

向以外の自由度を固定する 1 自由度試験を実施し

ている．たわみ 1 自由度およびねじれ 1 自由度の

バネ支持試験結果をそれぞれ図-6，7 に示す．た

わみ 1 自由度試験においては，選定断面では，す

図-4 選定断面 

図-5 対策断面 

図-6 バネ支持試験結果（選定断面） 

図-7 バネ支持試験結果（対策断面） 
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べての迎角において一定の風速で振幅が発現する，

渦励振の特徴が確認されているのに対し，対策断

面では渦励振が確認されたものの，その振動振幅

は選定断面の結果に比べ小さくなっていることが

確認できた．一方で，ねじれ 1 自由度試験におい

ては，選定断面では渦励振が発生していなかった

が，対策断面において渦励振が確認された．たわ

み，ねじれ 1 自由度の試験結果について，使用性

の照査の閾値である風速 20 m/s以下で発生するモ

ードに対して照査を実施するために，20 m/s 以下

で発生するモードの固有振動数による補正を行い，

対象モードの振動加速度を照査した結果を表-1，

2 に示す．これより，選定断面においては，ねじ

れ渦励振に対する照査は満足しているのに対し，

たわみ渦励振の照査ではすべての迎角において

20 m/s 以下で発生する振動モードで閾値である

100 gal を超過する結果となった．対策断面にお

いては，迎角-3°のたわみ渦励振とねじれ渦励振

において閾値である 100 gal をわずかに超過する

結果となった．選定断面および対策断面のどちら

においても渦励振の照査を満足しなかった． 

 

2-2 乱流効果および減衰付加効果の検証 

架橋地点では風洞試験とは異なり，風の乱れを

含んだ乱流が吹いていることから，その影響を確

認するために乱流効果の検証を行った．また，一

様流および乱流において，構造減衰が渦励振の発

生に与える影響を確認するために，減衰付加効果

および乱流効果の検証を実施した．乱流効果の検

証においては，風洞に格子を設置することで乱流

を発生させる格子乱流試験によって，乱流が渦励

振へ与える影響を確認した．図-8 に示す架橋位

置付近での風観測結果において水平方向の乱れ強

さの最小値が 0.055 程度であることから格子乱流

試験における乱れ強さは安全側に0.05に設定して

いる．また，乱流格子（Iu ≒ 0.05）を用いた気

流（U ≒ 2 m/s）を確認した結果，鉛直方向の変

動分として，±3°程度の変動傾斜角が含まれてい

ることから対象迎角は設計迎角を包含するように

0°と 3°を対象とした．減衰付加効果の検証では，

本四基準に準じて設定した対数減衰率0.02に対し

て，バネを変更することで対数減衰率を変化させ，

振動加速度が 100 gal を満足するために必要な付

加減衰を確認した． 

表-1 渦励振照査結果（選定断面） 

表-2 渦励振照査結果（対策断面） 
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各断面に対して一様流および乱流中での必要減

衰を確認した結果を表-3 に示す．これより，一

様流中においては選定断面で対数減衰率 0.052，

対策断面で対数減衰率 0.021 とすることですべて

の迎角で渦励振の照査を満足しており，乱流中に

おいては選定断面で対数減衰率 0.036 とすること

ですべての迎角で渦励振の照査を満足する結果と

なった．また，乱流中の対策断面については微小

な渦励振しか発生しておらず，本四基準に準じて

設定した対数減衰率0.02で渦励振の照査を満足し

た．これらより，一様流の結果に比べて乱流中で

は，小さい対数減衰率で渦励振の照査を満足して

おり，乱流効果によって耐風性が向上することを

確認した． 

また，減衰付加効果についても，使用性の照査

で最も厳しい結果であった選定断面の迎角 0°の

結果においても，対数減衰率を 0.052 とすること

で照査を満足する結果となっている．本橋の実際

の構造減衰については架橋後の振動実験において

確認することを予定している．既往検討 10)にお

いて鉛直摩擦支承やケーブル制振装置から散逸さ

れる減衰エネルギーが極めて大きいことが示され

ており，本橋においても鉛直摩擦支承の設置を予

定していることから，対数減衰率はバネ支持試験

で設定した0.02に比べ大きくなることが期待され

る．また，架橋後に渦励振が発生した場合の対策

としてケーブル制振装置の設置についてもあわせ

て検討を実施している． 

３．空気力試験 

3-1 定常空気力試験 

選定断面と対策断面に対して，風荷重の設定時

に考慮する空気力係数（抗力係数 CD，揚力係数

CL，空力モーメント係数 CM）を計測した．計測

は本四基準を参考として風速は 10 m/s と 20 m/s，

対象迎角は-15°から 15°までとしており，模型の

有効投影面積を用いて算出した．抗力係数の算定

に考慮する単位長さ当たりの有効投影面積を表-4

に，定常空気力係数の測定結果を図-9 に示す．

これより，選定断面と対策断面では空気力係数の

傾向に差はなく，内側フラップによる影響はほと

んどないことを確認した．また，どちらの断面に

おいても揚力係数が正の勾配を持ち，デン・ハル

トークの判別式を満足しないことから，ギャロッ

ピングが発生しない断面であることを確認した． 

風荷重の算出に用いる抗力係数の設定は風荷重

の算出で考慮する高風速の設計迎角である-3°か

ら 3°の最大値である 1.34 とした．既設橋梁にお

図-8 架橋位置付近の風観測結果(乱れ強さ） 

表-3 一様流および乱流中での必要減衰 

表-4 単位長さ当たりの有効投影面積 

図-9 定常空気力係数の測定結果 
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いても同様の設定方法を用いている事例は多く，

東神戸大橋では1.60と本橋に比べ大きく，気仙沼

湾横断橋では 1.137 と本橋に比べ小さい．これは，

桁の形状による差が考えられ，東神戸大橋では桁

にトラス構造を用いているため有効投影面積が大

きくなり抗力係数が大きくなったと推察され，気

仙沼湾横断橋では本橋に比べ桁高が低く，有効投

影面積が小さいためと推察される． 

3-2 非定常空気力試験 

フラッター解析に必要な非定常空気力係数の計

測を行った．試験は一様流で実施し，模型を強制

加振した状態で，風速 2.0～19 m/s，迎角-5 から

+8°の条件で計測を行った．強制加振はたわみ

１自由度とねじれ 1 自由度でそれぞれ B/100，1°

の一定振幅としている．一例として，選定断面の

非定常空気力係数を換算振動数（fB/U）でまとめ

た結果を図-10 に示す．これより，-3°，-5°の迎

角において，ねじれフラッターの発生有無に影響

を与える CMθI の値が負から正に転じており，フ

ラッターが発生する懸念が確認された．この傾向

は対策断面においても同様の傾向であり，内側フ

ラップの有無については定常空気力試験と同様に

影響が小さいことを確認した． 

４．フラッター解析 

非定常空気力試験で計測した非定常空気力係数

を用いて，バネ支持試験では確認できないたわみ，

ねじれ連成フラッターの発生有無を確認した．フ

ラッター解析には図-11 に示す 3 次元骨組みモデ

ルを用いて，図-12 に示すフローに従って実施し

た．解析はモード重ね合わせ法で実施し，非定常

空気力試験から得られた非定常空気力係数を用い

て風速 120 m/s まで確認を行った．各断面におい

て非定常空気力試験でフラッターの発生が懸念さ

れた迎角-5°の結果を図-13に示す．これより，ど

ちらの断面においてもたわみ，ねじれのどちらの

対数減衰率も単純増加している傾向であり，風速

に応じて対数減衰率も増加することから，フラッ

ター照査風速以上の 120 m/s までフラッターは発

生しないと考えられる．この傾向は検討の対象迎

角である-5°から+8°までの迎角において同様の

傾向であり，選定断面，対策断面どちらの断面に

図-10 非定常空気力係数の測定結果 

図-11 3次元骨組みモデル 
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おいてもフラッターに対して安全な断面形状であ

ることを確認した． 

５．耐風対策方針 

ここまでの検討より，選定断面においては一様

流および乱流中のどちらにおいても 20 m/s以下で

発生する振動モードでは照査を満足しないたわみ

渦励振が発生する可能性があり，対策断面におい

ては乱流効果を見込むことで渦励振の照査を満足

することを確認した．また，実橋の対数減衰率に

ついては既設橋梁の傾向からバネ支持試験に比べ

高い値となる傾向が期待でき，発散振動について

はどちらの断面においても発生しないことを確認

した．一方で，対策断面で設置予定の内側フラッ

プについては腐食等の発生による維持管理性の悪

化や橋面上からの眺望を阻害することによる景観

性の悪化の懸念がある．そのため，本橋において

は内側フラップを設置しない選定断面で検討を進

めることを基本とし，橋梁の架設時に振動実験お

よびモニタリングを行い，照査を満足しない渦励

振が生じると判断された場合には供用までに内側

フラップを設置し対策断面へ変更する方針とした． 

６．まとめ 

本稿では，新港・灘浜航路部で計画される 7 径

間連続 4 主塔鋼斜張橋の主桁を対象とした部分模

型を用いたバネ支持試験結果について報告した．

また，選定した断面に対して実施した空気力試験

およびフラッター解析結果についても報告してお

り，以上の検討より決定した耐風対策方針につい

ても述べている． 

得られた知見および耐風対策方針を以下にまと

める． 

・選定断面では，ねじれ渦励振は発生しなかった

が，全迎角においてたわみ渦励振の照査を満足

しなかった．一様流中においては対数減衰率

0.052，乱れ強さ 0.05 の乱流中においては 0.036

以上の減衰により渦励振の照査を満足した． 

・対策断面では，迎角-3°のたわみ渦励振とねじ

れ渦励振において閾値である 100 gal をわずか

に超過した．乱流中では渦励振の照査を満足し

ており，一様流中では対数減衰率 0.021 以上の

減衰により渦励振の照査を満足した． 

・選定断面，対策断面はどちらも定常空気力試験，

非定常空気力試験の傾向は変わらず，内側フラ

ップの影響は小さい． 

・フラッター解析の結果，選定断面，対策断面は

どちらも対数減衰率が単純増加する傾向であり，

フラッターは発生しない． 

・内側フラップでは腐食等の発生による維持管理

性の悪化や橋面上からの眺望を阻害することに

よる景観性の悪化の懸念があるため，内側フラ

ップを設置しない選定断面で検討を進めること

を基本とし，橋梁の架設時に振動実験およびモ

ニタリングを行い，照査を満足しない渦励振が

生じると判断された場合には供用までに内側フ

ラップを設置する方針とした． 

図-12 フラッター解析の検討フロー 

図-13 フラッター解析結果 
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本検討は概略設計時点の結果であり，本検討で

得られた選定断面を用いて詳細設計において引き

続き検討を続けていく予定である． 
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STUDY ON AERODYNAMIC RESISTANCE OF MAIN GIRDER  

IN A CABLE-STAYED BRIDGE AT SHINKO AND NADAHAMA PASSAGE 

 

Koyo TAKATA, Hiroki SUGIYAMA, Ayumi KAWADA, Kyoko AZUMI and 
Yasuyuki HIRAYAMA 

 

 The West Extension of Osaka Bayside Highway is a 14.5 km route that was developed by a joint 

construction project with the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism. The main girders of 

a multi-span cable-stayed bridge have a low deflection frequency, which makes wind resistance to vortex-

induced vibration an issue. This issue is further serious with this bridge because the main girders have a 

separated two-box girder cross section. This paper reports the results of study on the wind stability of the 

box girders of the cable-stayed bridge based on a wind tunnel test. In the study, spring support test, steady 

aerodynamic force test and unsteady aerodynamic force test were conducted using partial models to 

determine the wind stability and aerodynamic characteristics. Furthermore, the wind resistance against 

divergent vibration was investigated by 3D flutter analysis. 
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